
Ⅱ平成３０年港湾運送事業雇用実態調査結果概要

１　事業所の属性に関する状況
（１）事業の種類

（平成30年） （平成25年）
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第１図 事業の種類別事業所数（M.A）

東 京 横 浜 名古屋 大 阪 神 戸 関 門

(所)

※回答数が１０以下は、数値を非表示

390

港湾運送事業法（昭和26年法律第161号）第２条第３項及び第３条に規定する事業のうち港湾労働法適用業種及び「その他の事業」
について、該当する事業の種類すべてに回答を求めた結果（複数回答可）、６大港全体では、「港湾荷役事業」が384事業所で42.4％と
最も多く、次いで「一般港湾運送事業」が344事業所で38.0％、「港湾運送関連事業」が310事業所で34.2％、「はしけ運送事業」が96事
業所で10.6％、「いかだ運送事業」が10事業所で1.1％となっている。
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※回答数が１０以下は、数値を非表示
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（２）事業所規模

（平成30年） （平成25年）
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第２図 事業所規模割合

500人以上 300～499人 100～299人 30～99人 10～29人 5～9人 1～4人

６大港全体では、３０人未満の事業所が全体の６９．３％を占め、平成２５年（６９．９％）と同程度となっている。港湾別では、横浜で３０
人未満の事業所が７９．２％となっており、小規模事業所の割合が高い。
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第２図 事業所規模割合
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２　港湾運送事業量に関する状況

（平成30年） （平成25年）
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第３図 革新荷役・在来荷役割合

革新荷役

在来荷役

６大港全体では、革新荷役が７７．１％（平成２５年）から８１．３％（平成３０年）に増加している。港湾別にみると、神戸、関門で大幅に
増加している。
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第３図 革新荷役・在来荷役割合
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３　常用労働者の労働条件等に関する状況

（１）年齢階級構成

（平成30年） （平成25年）
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第４図 常用労働者年齢階級構成

35歳未満 35～44歳 45～54歳 55～59歳
60～64歳 65～69歳 70歳以上

６大港全体では、「３５歳未満」が２６．４％、「３５～４４歳」が２７．４％の計５３．８％となり、平成２５年の６０．９％と比べて大きく減少
している一方、「６５～６９歳」、「７０歳以上」の合計は２．０％（平成２５年）から３．０％に増加している。
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第４図 常用労働者年齢階級構成

35歳未満 35～44歳 45～54歳 55～59歳
60～64歳 65～69歳 70歳以上
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（２）定年制

（平成30年） （平成25年）
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第５図 定年年齢別事業所数

n=771

６大港全体では、一律の定年制を設けている事業所のうち、定年年齢「６０歳」の事業所が約９割を占めている。
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（３）退職金

（平成30年） （平成25年）
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第６図 学歴別退職金額

中学卒 高校卒
大学卒 その他

(万円)

６大港全体では、「大学卒」１，１７４万円（平成２５年 １,２１９万円）、「高校卒」１,０９８万円（平成２５年 １,１１３万円）、「中学卒」９９７
万円（平成２５年 １，０３９万円）、「その他」８８８万円（平成２５年 ９４７万円）となっており、いずれの区分でも減少している。
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第６図 学歴別退職金額
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大学卒 その他

(万円)
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（４）勤続年数

（平成30年） （平成25年）
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第７図 勤続年数別労働者構成

1年未満 1～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年 25年以上

６大港全体では、「２０～２４年」～「２５年以上」の割合が３２．８％と高くなっており、港湾別にみても、いずれの港もおおむね３割以上
となっている。
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第７図 勤続年数別労働者構成

1年未満 1～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年 25年以上
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（５）賃金形態

（平成30年） （平成25年）
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第８図 賃金形態別労働者割合

月給 日給月給 日給 出来高給 その他

６大港全体では、平成３０年、平成２５年のいずれにおいても、「月給」、「日給月給」の合計が全体の８５％以上を占めている。港湾別
では、名古屋でその割合が低く（６７．４％）、「日給」の割合が２８．１％と他港に比べて高くなっている。
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第８図 賃金形態別労働者割合
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（６）不就労日の賃金

（平成30年） （平成25年）
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第９図 不就労日に対する賃金割合
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６大港全体では、「１００％」が７８．０％を占めている。港湾別では、東京、横浜、関門でその割合が高い。
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第９図 不就労日に対する賃金割合
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（７）職種別労働者数

（平成30年） （平成25年）
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※回答数５００以下は、数値を非表示
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６大港全体では、「沿岸荷役作業員」が最も多く、次いで「フォークリフト運転者」（平成２５年は「船内荷役作業員」）となっている。
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第１０図 職種別常用労働者数
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※回答数５００以下は、数値を非表示
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（８）労働時間、休日日数

　   ○週所定労働時間

（平成30年） （平成25年）
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第１１図 週所定労働時間

(時間)

６大港全体、港湾別ともに、平成２５年と比べ大幅な増減はない。
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第１１図 週所定労働時間
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　   ○月間実労働時間

（平成30年） （平成25年）
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第１２図 月間実労働時間

(時間)

いずれの港においても、平成２５年に比べて長くなっている。また、最長の関門で１８８．３時間、最短の神戸で１７３．１時間となってお
り、１５．２時間の差がある。
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　   ○月間所定外労働時間

（平成30年） （平成25年）
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第１３図 月間所定外労働時間

(時間)

いずれの港においても、平成２５年に比べて長くなっている。、また、最長の関門で２８．３時間で、最短の神戸で２１．４時間となってお
り、６．９時間の差がある。
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第１３図 月間所定外労働時間
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　   ○年間休日総数

（平成30年） （平成25年）
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第１４図 年間休日総数

(日)

いずれの港においても、平成２５年に比べて増加している。
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（９）週休２日制

　   ○週休２日制導入の有無

（平成30年） （平成25年）
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第１５図 週休２日制導入の有無

あり なし

何らかの形態での週休２日制の導入について、いずれの港においても、「あり」が８５％以上を占めている。
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第１５図 週休２日制導入の有無
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　   ○週休２日制の形態

（平成30年） （平成25年）
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第１６図 週休２日制の形態

完全 月３回 隔週

月２回 月１回

週休２日制を導入している企業のうち、「完全」に実施している企業の割合は、６大港全体で５６．９％となっている。港湾別にみると、
横浜、神戸でその割合が高い。
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第１６図 週休２日制の形態
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（１０）交代制勤務

　   ○交代制勤務導入の割合

（平成30年） （平成25年）
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第１７図 交代制勤務導入の割合

あり なし

６大港全体では、「なし」が約９割となっている。
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第１７図 交代制勤務導入の割合
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　   ○交代制勤務の形態

（平成30年） （平成25年）
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第１８図 交代制勤務の形態

２交代制 ３交代制

その他

６大港全体では、交替制勤務を導入している企業のうち、「２交代制」が約６０％を占めている。港湾別にみると、東京、横浜が「２交代
制」の割合が極めて高い一方、名古屋、大阪、神戸、関門は「３交代制」の割合が比較的高い。
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第１８図 交代制勤務の形態
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４　港湾派遣労働者及び日雇労働者の利用に関する状況
（１）使用事業所割合

（平成30年） （平成25年）
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第１９図 港湾派遣労働者、日雇労働者使用事業所割合

港湾派遣労働者
日雇労働者

(％)

６大港全体では、「港湾派遣労働者」、「日雇労働者」を使用した事業所の割合はともに平成２５年から大幅な増減はない。
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（２）募集動機

（平成30年） （平成25年）
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第２０図 港湾派遣労働者、日雇労働者募集動機

港湾派遣労働者(n=65)

日雇労働者(n=112)

(％)

港湾派遣労働者、日雇労働者のいずれも「波動性に対処するため」が最も高い割合となっている。
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第２０図-１ 港湾派遣労働者募集動機
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（３）職種別労働者数（港湾派遣労働者、日雇労働者）

（港湾派遣労働者） （日雇労働者）

港湾派遣労働者及び日雇労働者による就労については、ともに「船内荷役作業員」、「沿岸荷役作業員」及び「関連荷役作業員」の３
職種で９割以上を占めている。港湾派遣労働者の就労延日数は、職種別では「船内荷役作業員」が、港湾別では横浜、関門が多い。ま
た、日雇労働者の就労延日数は、職種別では「関連荷役作業員」が最も多く、港湾別では、横浜、東京が多い。
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第２１図 職種別派遣労働者数
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５　荷役の波動性に関する状況
（１）波動性の大きさ

（平成30年） （平成25年）
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第２３図 平日のピーク日とボトム日の就労延人員

ピーク日
ボトム日

(人日)

「ピーク日」と「ボトム日」の差（波動性の大きさ）について、６大港平均では２７８人日となり、平成２５年（２８９人日）から大幅な増減は
ない。港湾別では、横浜、名古屋、神戸が比較的波動性が大きくなっている。
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（２）天候による波動性

（平成30年） （平成25年）
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第２４図 天候による波動性

晴と曇の日の平均就労延人日数 雨の日の平均就労延人日数

(人日)

いずれの港においても、「晴と曇の日の平均就労延人日数」と「雨の日の平均就労延人日数」について、大幅な差異は見られない。
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第２４図 天候による波動性
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（３）月末・月初の波動性

（平成30年） （平成25年）
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第２５図 月末・月初の波動性

「月末・月初」の平均就労延人日数
「月末・月初以外の日」の平均就労延人日数

(人日)

いずれの港においても、「月末・月初」と「月末・月初以外の日」のそれぞれの平均就労延人日数について、大幅な差異は見られない。
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第２５図 月末・月初の波動性
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（４）土・日の就労状況

（平成30年） （平成25年）
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第２６図 土・日の就労状況

平日の平均就労延人日数 土曜日の平均就労延人日数 日曜日の平均就労延人日数

(人日)

６大港平均では、平日、土曜日、日曜日のいずれの平均就労延日数についても、平成２５年と比べて減少している。
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第２６図 土・日の就労状況

平日の平均就労延人日数 土曜日の平均就労延人日数 日曜日の平均就労延人日数

(人

日)


